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令和５年市議会６月定例会議案 

所 管 番   号 案            件 

土 開 報告第 ５号 令和４年度知立市土地開発公社決算について 

子ども等 報告第 ６号 繰越明許費繰越計算書について（令和４年度知立市一般

会計） 

水 道 報告第 ７号 繰越計算書について（令和４年度知立市水道事業会計）

下 水 報告第 ８号 繰越計算書について（令和４年度知立市下水道事業会計）

総 務 同意第 ５号 知立市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

経 済 同意第 ６号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第 ７号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第 ８号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第 ９号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第１０号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第１１号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第１２号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第１３号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第１４号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第１５号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第１６号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第１７号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第１８号 知立市農業委員会委員の任命について 

経 済 同意第１９号 知立市農業委員会委員の任命について 

税 務 議案第２９号 知立市税条例の一部を改正する条例 

税 務 議案第３０号 知立市都市計画税条例の一部を改正する条例 

国 保 議案第３１号 知立市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

市 民 議案第３２号 知立市印鑑条例の一部を改正する条例 

建 築 議案第３３号 知立市改良住宅条例及び知立市市営住宅条例の一部を改

正する条例 

ま ち 議案第３４号 財産の取得について（自動車（小型バス）） 



 

所 管 番   号 案            件 

 議案第３５号 令和５年度知立市一般会計補正予算（第４号） 

水 道 議案第３６号 令和５年度知立市水道事業会計補正予算（第１号） 
 



報告第５号 

 

   令和４年度知立市土地開発公社決算について 

 

 知立市土地開発公社の経営状況を説明する書類を、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４３条の３第２項の規定により別紙のとおり報告する。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 



 

 

報告第６号 

 

   繰越明許費繰越計算書について（令和４年度知立市一般会計） 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定に基づき翌年度

に繰り越した繰越明許費の金額を、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１４６条第２項の規定により次のとおり報告する。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 



円 円 円 円 円 円 円

令 和 ４ 年 度 知 立 市 一 般 会 計 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額

左の財源内訳

既収入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

3 民生費 2 児童福祉費
施設整備事業（西
児童センター）

9,729,000 9,729,000 9,729,000

3 民生費 2 児童福祉費
新生児応援特別
給付金事業

2,500,000 523,000 523,000

8 土木費 2 道路橋梁費
道路橋梁事務管
理事業

7,044,000 7,044,000 7,044,000

8 土木費 4 都市計画費
八橋東西線整備
事業

4,000,000 4,000,000 4,000,000

8 土木費 4 都市計画費
花園里線整備事
業

4,000,000 4,000,000 1,910,000 2,090,000

8 土木費 4 都市計画費
知立駅周辺土地
区画整理事業

47,052,000 47,052,000 22,165,000 16,300,000 8,587,000



円 円 円 円 円 円 円

令 和 ４ 年 度 知 立 市 一 般 会 計 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額

左の財源内訳

既収入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

8 土木費 4 都市計画費
知立駅南土地区
画整理事業

7,346,000 7,346,000 2,000,000 5,346,000

8 土木費 4 都市計画費
知立連続立体交
差関連事業

5,610,000 5,610,000 2,479,000 3,131,000

10 教育費 5 社会教育費
文化会館改修事
業

12,217,000 12,217,000 12,217,000

10 教育費 6 保健体育費
市民体育館営繕
事業

18,251,000 18,251,000 18,251,000

10 教育費 6 保健体育費
学校給食センター
施設整備事業

16,089,00016,089,000 16,089,000



 

 

報告第７号 

 

   繰越計算書について（令和４年度知立市水道事業会計） 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定に基づく繰

越額の使用に関する計画を、同項の規定により次のとおり報告する。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 



地方公営企業法第26条第１項の規定による建設改良費の繰越額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

知立駅付近連続立体交
差事業の三河線仮線工
事に伴い既設の水道管を
防護する工事について、
県と調整した工期設定で
発注することとしたため。

令和　４　年度　知立市水道事業会計予算繰越計算書

8,000,000 6,732,000 1,268,0001 資本的支出 1 建設改良費
他事業関連布設替事業
配水管防護（第11工区）
工事

8,000,000

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限

度額

説明
補助金 企業債

工事
負担金

損益勘定
留保資金

款 項 事  業  名 予算計上額
支払義務
発生額

翌年度
繰越額

左の財源内訳

不用額



 

 

報告第８号 

 

   繰越計算書について（令和４年度知立市下水道事業会計） 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定に基づく繰

越額の使用に関する計画を、同項の規定により次のとおり報告する。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 



地方公営企業法第26条第１項の規定による建設改良費の繰越額

円 円 円 円 円 円 円 円

令和　４　年度　知立市下水道事業会計予算繰越計算書

説明
補助金 企業債

損益勘定
留保資金

14,229,000

新型コロナウイルス感染
症拡大による電子部品調
達環境の悪化に伴い、マ
ンホールポンプ制御盤の
納期に大幅な遅れが生じ
たため。

6,500,000 5,800,000 1,929,000

款 項 事  業  名 予算計上額
翌年度
繰越額

左の財源内訳

不用額
支払義務
発生額

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限

度額

1 資本的支出 1 建設改良費
公共下水道築造工事
弘法7号マンホールポンプ

14,229,000



同意第５号 

 

   知立市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 下記の者を知立市固定資産評価審査委員会委員に選任したいから、地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  藤 﨑 順 子 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 



同意第６号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  髙 村 昭 広 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



同意第７号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  岡 田  均 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 



同意第８号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  石 原 國 彦 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



同意第９号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  永 田 治 男 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



同意第１０号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  藤 井 公 人 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



同意第１１号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  鈴 木 和 幸 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



同意第１２号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  髙 木 芳 夫 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



同意第１３号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  杉 原 敬 浩 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



同意第１４号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  毛 受  浩 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



同意第１５号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  成 瀬 廣 美 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



同意第１６号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  岩 堀 秀 治 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



同意第１７号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  加 古 和 市 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



同意第１８号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  岡 田 め ぐ み 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



同意第１９号 

 

   知立市農業委員会委員の任命について 

 

 下記の者を知立市農業委員会委員に任命したいから、農業委員会等に関する法律

（昭和２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

住  所   

氏  名  近 藤 喜 代 治 

生年月日   

 

  提案理由 

 この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。 

 



議案第２９号 

 

知立市税条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫 

 

知立市税条例の一部を改正する条例 

 

知立市税条例（昭和４５年知立市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

 第３３条の９第２項中「又は」の次に「当該控除することができなかった金額の

うち法第３１４条の９第２項後段に規定する還付をすべき金額により」を加え、

「の同項の」を「の前項の」に、「若しくは市民税に充当し」を「、個人の市民税

若しくは森林環境税を納付し、若しくは納入し」に、「に充当する」を「を納付し、

若しくは納入する」に改める。 

 第３５条の３の２第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項と

し、同条第４項中「第２項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第

３項中「前２項」を「第１項及び前項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２

項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の

１項を加える。 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払者を経由

して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年におい

て当該給与支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規

定による申告書（その者が当該前年の中途において次項の規定による申告書を当

該給与支払者を経由して提出した場合には、当該前年の最後に提出した同項の規

定による申告書）に記載した事項と異動がないときは、給与所得者は、施行規則

で定めるところにより、前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定により記載

すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第３１７条の３の２

第１項の規定による申告書を提出することができる。 



 第３７条の見出し中「方法」を「方法等」に改め、同条第１項中「によって」を

「により」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する場合に併せ

て賦課し、及び徴収する。 

 第３９条第２項中「同項に規定する期間内において」を削る。 

 第４０条中「及び」を「、個人の」に、「の合算額」を「及び森林環境税額の合

算額」に、「によって」を「により」に改める。 

 第４２条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改

め、「均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。次

項及び第５項において同じ。）」を加え、同条第２項中「においては」を「には」

に、「によって」を「により」に改め、同条第３項、第５項及び第６項中「によっ

て」を「により」に改める。 

 第４４条中「によって」を「により」に改める。 

 第４５条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改

め、同条第２項中「通知によって」を「通知により」に、「第１７条の２の規定に

よって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤納金

とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用することができるものと

し、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」を「を納付し、又

は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

 第４５条の２第１項中「によって徴収することが」を「により徴収することが」

に、「である場合においては」を「である場合には」に改め、「及び均等割額」の

次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この条及び第４５

条の５において同じ。）」を加え、「によって徴収する場合においては」を「によ

り徴収する場合には」に、「によって徴収する。」を「により徴収する。」に改め、

同項第２号及び同条第２項中「によって」を「により」に改める。 

 第４５条の６第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」

に改め、同条第２項中「方法によって」を「方法により」に、「第１７条の２の規

定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤

納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用することができるも

のとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」を「を納付し、

又は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

 第４８条第２項中「においては」を「には」に改める。 



 第７５条第１号エ中「及び」を「、」に改め、「三輪のもの」の次に「及び道路

運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項第１３号の６に

規定する特定小型原動機付自転車」を加える。 

 附則第８条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。 

附則第１０条中「、第６３条又は第６４条」を「又は第６３条」に、「、第６３

条若しくは第６４条」を「若しくは第６３条」に改める。 

附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第１５項」を「附則第１５条第１４

項」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２２項」を「附則第１５条第２１項」

に改め、同条第５項中「附則第１５条第２３項第１号」を「附則第１５条第２２項

第１号」に改め、同条第６項中「附則第１５条第２３項第２号」を「附則第１５条

第２２項第２号」に改め、同条第７項中「附則第１５条第２３項第３号」を「附則

第１５条第２２項第３号」に改め、同条第８項中「附則第１５条第２４項第１号」

を「附則第１５条第２３項第１号」に改め、同条第９項中「附則第１５条第２４項

第２号」を「附則第１５条第２３項第２号」に改め、同条第１０項中「附則第１５

条第２６項第１号イ」を「附則第１５条第２５項第１号イ」に改め、同条第１１項

中「附則第１５条第２６項第１号ロ」を「附則第１５条第２５項第１号ロ」に改め、

同条第１２項中「附則第１５条第２６項第１号ハ」を「附則第１５条第２５項第１

号ハ」に改め、同条第１３項中「附則第１５条第２６項第１号ニ」を「附則第１５

条第２５項第１号ニ」に改め、同条第１４項中「附則第１５条第２６項第２号イ」

を「附則第１５条第２５項第２号イ」に改め、同条第１５項中「附則第１５条第２

６項第２号ロ」を「附則第１５条第２５項第２号ロ」に改め、同条第１６項中「附

則第１５条第２６項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第２号ハ」に改め、同条

第１７項中「附則第１５条第２６項第３号イ」を「附則第１５条第２５項第３号

イ」に改め、同条第１８項中「附則第１５条第２６項第３号ロ」を「附則第１５条

第２５項第３号ロ」に改め、同条第１９項中「附則第１５条第２６項第３号ハ」を

「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、同条第２０項中「附則第１５条第２９

項」を「附則第１５条第２８項」に改め、同条第２１項中「附則第１５条第３３

項」を「附則第１５条第３２項」に改め、同条第２２項中「附則第１５条第３４

項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同条第２３項中「附則第１５条第３９

項」を「附則第１５条第３８項」に改め、同条第２４項中「附則第１５条第４３

項」を「附則第１５条第４２項」に改め、同条第２５項中「附則第１５条第４４

項」を「附則第１５条第４３項」に改め、同条第２７項を次のように改める。 



２７ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する市町村の条例で定める割合は、３

分の１とする。 

附則第１０条の３第１３項を同条第１４項とし、同条第１２項中「附則第７条第

１３項」を「附則第７条第１７項」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第１１

項の次に次の１項を加える。 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有に

係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定マンショ

ンに係る同項に規定する工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 当該工事が完了した年月日 

(5) 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には、

３月以内に提出することができなかった理由 

附則第１５条の３を削る。 

 附則第１５条の３の２第４項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改め、

同条を附則第１５条の３とする。 

 附則第１５条の７第３項を削る。 

 附則第１６条の２第３項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改める。 

 附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年度」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第７５条第１号エの改正規定及び附則第４条第１項の規定（この条例による

改正後の知立市税条例（以下「新条例」という。）附則第１６条の２第３項に

係る部分を除く。） 令和５年７月１日 

(2) 第３３条の９第２項並びに第３７条の見出し及び同条第１項の改正規定、同

条に１項を加える改正規定並びに第４０条、第４２条、第４５条、第４５条の



２及び第４５条の６の改正規定並びに附則第１５条の３の２の改正規定（同条

第４項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改める部分に限る。）及

び附則第１６条の２第３項の改正規定並びに次条第１項並びに附則第４条第１

項（新条例附則第１６条の２第３項に係る部分に限る。）及び第３項の規定 

令和６年１月１日 

(3) 第３５条の３の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年１月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の知立市税条例の規定中個人の市民

税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令

和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３５条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を受け

るべき知立市税条例第３５条の３の２第１項に規定する給与（以下この項におい

て「給与」という。）について提出する同条第１項の規定による申告書について

適用し、同日前に支払を受けるべき給与について提出した同項の規定による申告

書については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 次項に定めるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令

和５年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和４年度分までの固定資

産税については、なお従前の例による。 

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項において

「適用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第

７号）附則第１条第４号に掲げる規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項において「中小

事業者等」という。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項において

同じ。）をした同条に規定する特例対象資産（以下この項において「特例対象資

産」という。）（中小事業者等が、同条に規定するリース取引（以下この項にお

いて「リース取引」という。）に係る契約により特例対象資産を引き渡して使用

させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当

する特例対象資産を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合におけ

る当該特例対象資産を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従前

の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 



第４条 新条例第７５条第１号エ及び附則第１６条の２第３項の規定は、令和６年

度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自

動車税の種別割については、なお従前の例による。 

２ 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得されたこの条例

による改正前の知立市税条例附則第１５条の３及び第１５条の７第３項に規定す

る三輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお

従前の例による。 

３ 新条例附則第１５条の３第４項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施

行の日以後に取得された三輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境

性能割について適用し、同日前に取得された三輪以上の軽自動車に対して課する

軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、地方税法の一部改正等に伴い必要があるからである。 



議案第３０号 

 

知立市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫 

 

知立市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

知立市都市計画税条例（昭和４５年知立市条例第５４号）の一部を次のように改

正する。 

附則第２項（見出しを含む。）中「附則第１５条第１５項」を「附則第１５条第

１４項」に改める。 

附則第３項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条第

３２項」に改める。 

附則第４項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第

３３項」に改める。 

附則第５項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３９項」を「附則第１５条第

３８項」に改める。 

附則第６項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第

４３項」に改める。 

附則第１９項中「第１０項、第１４項から第１８項まで、第２０項、第２１項、

第２５項、第２８項、第３２項から第３６項まで、第３９項、第４０項若しくは第

４４項」を「第９項、第１３項から第１７項まで、第１９項、第２０項、第２４項、

第２７項、第３１項から第３５項まで、第３８項、第３９項、第４３項若しくは第

４６項」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 



 （経過措置） 

２ 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の知立市都市計画税条例（以

下「新条例」という。）の規定は、令和５年度以後の年度分の都市計画税につい

て適用し、令和４年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の日から地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部

を改正する法律（令和５年法律第１８号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行

の日の前日までの間における新条例附則第１９項の規定の適用については、同項

中「、第４３項若しくは第４６項」とあるのは、「若しくは第４３項」とする。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、地方税法の一部改正に伴い必要があるからである。 



議案第３１号 

 

知立市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫 

 

知立市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

知立市国民健康保険税条例（昭和４５年知立市条例第５５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第３項ただし書中「２０万円」を「２２万円」に改める。 

第２３条第１項中「２０万円」を「２２万円」に改め、同項第２号中「２８万５，

０００円」を「２９万円」に改め、同項第３号中「５２万円」を「５３万５，００

０円」に改める。 

第２３条の２中「第２４条の２」を「第２４条の２第１項」に改める。 

第２４条の２第２項中「その他の特例対象被保険者等であることの事実を証明す

る書類」を「又は雇用保険受給資格通知（同令第１９条第３項に規定するものをい

う。）」に改める。 

附則第３項中「第２３条第１項」を「第２３条」に、「同項」を「同条第１項」

に改める。 

附則第４項、第５項及び第７項から第１４項までの規定中「第２３条第１項の」

を「第２３条の」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の知立市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度以後の年度分の国民

健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健康保険税については、な



お従前の例による。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、地方税法施行令の一部改正等に伴い必要があるからであ

る。 



議案第３２号 

 

知立市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫 

 

知立市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

知立市印鑑条例（昭和５０年知立市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第９条第３項中「個人番号カードを使用」を「電子署名等に係る地方公共団体情

報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第

１項に規定する個人番号カード用利用者証明用電子証明書又は同法第３５条の２第

１項に規定する移動端末設備用利用者証明用電子証明書を利用」に改め、「、自ら

暗証番号（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法

律（平成１４年法律第１５３号）第２条第５項に規定する利用者証明利用者符号を

利用するために用いる暗証番号をいう。）その他必要事項を入力することにより」

を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証

業務に関する法律の一部改正に伴い必要があるからである。 



議案第３３号 

 

知立市改良住宅条例及び知立市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫 

 

知立市改良住宅条例及び知立市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

（知立市改良住宅条例の一部改正） 

第１条 知立市改良住宅条例（昭和６０年知立市条例第１０号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４条第２項第１号中「、その他の婚姻の予約者を含む」を「その他婚姻の予

約者及び規則で定める者を含む。以下同じ」に改める。 

 （知立市市営住宅条例の一部改正） 

第２条 知立市市営住宅条例（平成９年知立市条例第４７号）の一部を次のように

改正する。 

第６条第１号中「その他の婚姻の予約者」を「その他婚姻の予約者及び規則で

定める者」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、改良住宅及び市営住宅の入居資格に係る親族として取扱

う者の範囲を拡大するため必要があるからである。 



議案第３４号 

 

   財産の取得について 

 

 下記のとおり財産を取得するものとする。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

知立市長 林  郁 夫  

 

記 

 

１ 名 称  自動車（小型バス） 

２ 数 量  ２台 

３ 取 得 金 額  金４４，０１３，９８０円 

４ 契約の相手方  安城市柿碕町猪ノ背５１番地１ 

          愛知日野自動車株式会社岡崎営業所 

          所長 塩飽 弘之 

５ 契 約 の 方 法  ７社の指名競争入札 

 

提案理由 

 この案を提出するのは、地域公共交通事業を適正に実施するため、自動車（小型

バス）を取得する必要があるからである。 

 



事後公表 落札率 99.5 ％

令和　５年　５月２５日 執行

物 品 名

納 入 場 所

納 期

第一回 第二回 第三回

入札書記載金額 入札書記載金額 入札書記載金額

40,012,709

40,523,868

落札者決定※　上記金額に消費税等を加算した金額が法令上の申込に係る価格である。

丸八重整備（株）　　

浅丘自動車整備（株）　　 無効

（株）本多モータース　　 辞退

名古屋トヨペット（株）　上重原店 辞退

名鉄自動車整備（株）　岡崎支店 辞退

（株）愛光自動車商会　　 辞退

愛知日野自動車（株）　岡崎営業所 落札

入 札 者 氏 名

知立市役所

令和６年９月３０日まで

入札書比較価格 金40,212,709円

備　考

入 札 執 行 調 書

自動車（小型バス）






